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農学・環境学分野に関する学術研究動向及び学術振

興方策 -バイオエコシステム研究の最先端とこれ

からの展開- 

白須 賢（理化学研究所・環境資源科学研究センター・グ

ループディレクター） 

 

バイオエコシステム研究のうち植物と微生物の相互作用

研究分野におけるトレンドとしては、次の十項目に関する

研究が挙げられる。１）植物はどのようにして有益な微生

物と関わりながらも、同時に病原菌を制御することができ

るのか。2）気候変動などの非生物的ストレスは、植物と微

生物の相互作用にどのように影響するのか。3）基礎研究を

新規作物育種にどう生かすのか。4）微生物-微生物相互作

用は植物-微生物相互作用にどのように影響するのか。5）

病原菌エフェクター認識による免疫シグナルは病原菌パ

ターンの認識による免疫を強化するのか。6）非宿主抵抗性

の分子機構はどのようなものか。7）病害抵抗性タンパク質

はどのように細胞死を活性化するか。8）一部の病原体はな

ぜ多くの病原エフェクターを必要とするのか。9）病原体は

どのように新しい病原性を進化させるのか。10）植物と微

生物の相互作用は生態学的にどのような意味を持つのか。

このトレンドの発展に期待したい。 

新たな研究領域としては、細胞外小胞を介した RNAの細胞

外輸送が注目されている。病原体側の RNA細胞外輸送、お

よび宿主植物側の同様な輸送が報告されているが、その実

態はいまだ未解明といえる。技術的にはライブイメージン

グや次世代シークエンサーを用いた解析が中心となって

いる。全体的には、ウイルスや細菌等の原核生物病原体の

研究から、カビおよび卵菌等の真核生物病原体の研究が活

発化している。これはゲノムシークエンス技術や形質転換

技術の向上によるものと考えられる。さらに、大型真核生

物である線虫、昆虫、寄生植物の分子生物学的研究が始ま

っている。しかしながら、依然として形質転換技術や培養

技術に難があるため、このような基盤技術の向上が待たれ

る。また分野横断的・融合的な研究としては、ケミカルバ

イオロジーとの連携、機械学習を用いた画像解析が増加傾

向にある。今後重要性が増すと思われる研究領域としては、

ゲノム編集技術を用いた新規作物の作成やマイクロバイ

オームの活用による農業技術開発の研究があげられる。 

 

 

農学・環境学分野に関する学術研究動向及び学術振

興方策  －水環境・水インフラ研究－ 

松井 佳彦（北海道大学大学院工学研究院・教授） 

 

学術雑誌 Water Research などを中心に 1995 年から 2019

年 6月までに発表された論文から研究動向を調査した．水

質キーワードから見ると，医薬品，マイクロプラスチック，

消毒副生成物関連の論文が増加傾向にあった．最近の水質

問題では有機フッ素化合物汚染が挙げられる．PFOSと PFO

A をキーワードとした論文は 2010 年から増加していたが，

まだ割合（数）としては多いとは言えなかった．しかし，

米国水道協会の Water Quality Technology Conferenceで

は有機フッ素化合物関連のセッションが 4 つも設けられ，

さらにそれら以外関連の発表があり大きな課題となって

いることがわかった．ウイルス関連の論文の割合は常に高

い．特に，COVID-19のパンデミックを受けて Water Resea

rchでは健康関連ウイルス，Environmental Science Tech

nology誌においても Environmental Transmission and C

ontrol of COVID-19特集を企画している． 

水分野における日本の研究力を知るために Water Researc

h についても国別の論文の数の割合を算出し，日本の研究

力の推移を検討した．米国と中国からの論文の割合が突出

している．特に中国からの論文数は米国を抜き，今では 3

本に 1本の論文が中国からの論文となっている．中国にお

ける環境工学専攻または環境科学専攻に所属の大学教員

数は増加傾向にあるが，１研究者あたりの論文生産性自体

が上がっていることが要因と思われる．さらに，研究費が

増加していることも確認された．他の先進諸国についても

論文割合は増加または横ばい傾向であったが，日本からの

論文割合には明らかな減少傾向が見られた． 

 

 

農学・環境学分野に関する学術研究動向及び学術振

興方策  －Society5.0時代に向けた農学・環境学

研究と新たな潮流－ 
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竹山 春子（早稲田大学理工学術院・教授） 

 

国内の科研費データベースから農学分野の採択情報分析

を行うと、近年増加している研究として大きく３つのキー

ワード「ゲノム編集技術」「機能性」「スマート／精密農業」

が挙げられた。この日本の研究動向について、欧州の状況

と広く比較するため、2 月 3 日～7 日にベルギーの欧州委

員会研究イノベーション総局（DG RTD）、農業・農村開発総

局（DG AGRI）、欧州研究プロジェクト Internet of Food 

and Farm 2020(IoF2020)、農業コンサルティングＣＫＡ社、

ルーヴァン・カトリック大学バイオサイエンス部門、ELSI

/RRI部門などを訪問し、各担当者にインタビューを行った。

「ゲノム編集技術」を用いた食資源について、日米とは異

なり、欧州では 2018 年に遺伝子組み換えと同じ規制を適

用すべきという裁判所の判断が出たこともあり、その取組

みは一部に限られているようであった。「機能性」について

も、人工肉の例を出して、総じて自然派食品を好む欧州の

消費者からは選択されない可能性があるとの話しであっ

た。一方、「スマート／精密農業」については、農業従事者、

テクノロジーサービスプロバイダー、ソフトウェア企業、

アカデミアなど、すべての関係者を繋ぐ研究開発が欧州予

算によって活発に取り組まれていた。特にアカデミアでは、

センサ等からの一次情報を受け、モデルや統計などの解析

によって次のアクションへと意思決定するアルゴリズム

の研究を担っていた。またスマート農業は、農家の省力化

のみならず、食に関するあらゆるステークホルダーの行動、

知識、モノをデジタル化し、全体として大きな価値を生み

出す流れ、農業のデジタルトランスフォーメーション（DX）

へと発展していくだろうとのことだった。 

欧州委員会 DG RTD／DG AGRI では、2021 年から始まる次

期フレームワークプログラム「Horizon Europe」における

ミッションエリア「健全な土壌と食料」における学術振興

方策を伺った。欧州グリーンディール政策（EUとして 205

0 年に、温室効果ガス排出が実質ゼロとなる「気候中立」

達成という目標を掲げ、2030 年に向けた EU 気候目標の引

き上げやそれに伴う関連規制の見直しなど行動計画を取

りまとめたもの）を進める中、食のバリューチェーン全体

で気候変動対策を加速させる「農場から食卓までの戦略（F

arm to Fork Strategy）」を打ち出すなど、炭素循環機能

としての農業があらためて注目されており、健全な土壌に

よる農業についての研究を強化しようとしているとのこ

とであった（7 年間で約 10 億ユーロの規模）。この欧州全

体の戦略的なミッション志向研究の政策立案において、ア

カデミーを含む多くのステークホルダーと、健全な土壌研

究は、どのようなキーチャレンジがあるのか、その社会的

なインパクトは何かについて、約 1年間を費やして、繰り

返し対話する取組みは、日本とのカルチャーの違いを感じ

た。 

上記以外に、国内で行われた Marine Biotechnology Conf

erence 2019（2019年 9月 9日―13 日、静岡県静岡市で開

催）にて最近の海洋科学研究、技術開発動向調査も行った。

Plenary lectureでは、グローバルな立ち位置での海洋研

究の方向性や政策、海洋プラスチック問題、魚類ゲノム編

集技術等の議論がなされた。その他に、21の多様なセッシ

ョンでは、国内外からの研究者によって講演と討議が行わ

れた。海洋科学研究は、海洋国家である日本にとって重点

研究領域である。海洋を知る研究とそのための技術開発、

そして環境保全を担保しながらいかに海洋からのイノベ

ーションを促進し、SDGsに貢献するかは、研究者の努力に

かかっているという現状が共有されていた。 

 

 

農業工学分野に関する学術研究動向－農業環境・情

報工学分野における研究トレンドとその方向性 

荊木 康臣（山口大学大学院創成科学研究科・教授） 

 

農業工学分野、特に、農業環境・情報工学分野においては、

ここ数年の傾向であるが、スマート農業関連の研究が活発

化している。特に、ICT、ロボティクスに加え、深層学習を

はじめとした人工知能技術の農業生産への応用に関する

研究も急激に増えている。Society5.0 の実現をめざすと

いう、アカデミアに対する社会的な要請に加え、オープン

ソースによる開発環境の充実や解析用ハードウエアの低

価格化などが、この傾向をけん引していると考えられる。

計算機資源の低コスト化は、人工知能応用研究だけでなく、

リモートセンシングと連動した生態系広域空間情報解析
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や CFD（数値流体力学）を用いた施設内環境シミュレーシ

ョン、多視点画像を用いた SfMによる植物群落・個体 3次

元形状解析など、特定の計算機資源がないと実行できなか

った研究に関して、参入研究者のすそ野を広げることに寄

与しており、今後、成果が期待される。 

 国際シンポジウムや国内学会の研究発表課題などから、

当該分野における最近の研究のキーワードを列挙すると、

スマート化、画像利用、人工知能、ディープラーニング（深

層学習）・機械学習、ドローン（UAV）、3次元計測・モデル、

植物工場、気候変動適応、収量予測、生育モデル等、ここ

数年大きな変化はない。また、実際の現場で役立つ研究と

いう観点では、地方公共団体の公設試験研究機関において、

スマート農業に関する現場での応用を想定した研究・実証

研究がなされ、成果が出てきている。 

日本学術会議が策定したマスタープラン 2020 では、農業

工学分野おいては、「AI と統合情報を駆使したスマート・

メガスケール植物工場ネットワークによる国際競争力の

ある農作物生産」、「持続可能な社会構築のための都市農業

の実現に向けた研究拠点形成」などが、学術大型研究計画

としてリスト化されている。これらは、当該分野において、

今後の重要な研究テーマになると考えられる。 

 

 

環境分野の社会ライセンスと社会受容性のモデリン

グに関する学術研究動向調査 

土屋 範芳（東北大学大学院環境科学研究科・教授） 

 

環境と開発との関わりについては，古くから社会コンフリ

クトを起こす問題として認識されているが，最近では，国

連が定めた開発目標 SDGs などの啓発活動により，環境問

題と開発目標との調和ある発展が強く求められるように

なってきている．持続可能な社会の構築という観点から，

環境と開発にはどのような社会コンセンサスが必要か，ま

たコンセンサスを実行するための社会的なライセンスと

はなにかについての定量的議論が必要である．そのために，

社会構造や，社会ネットワークをモデル化し，モデルの構

成する要素間の相互作用などを解析して，社会全体が抱え

る矛盾やその解決方法などを与える学術の展開が望まれ

るが，日本ではまだ十分な展開がはかられていない．  

資源やエネルギー開発では，開発技術に加えて，環境影響

評価，環境リスク，健康リスクなどのリスクマネジメント，

さらに資源．エネルギー開発がその地域の社会受容性，利

害関係がからむステーク・ホルダー同士の共生と競合，こ

れにグローバル経済との関わりなどを多面的に解析して，

自然共生社会，持続的社会の構築を図っていく必要がある．

これは単純な技術分野の話題ではなく，社会科学と自然科

学の融合と新たな学問分野の形成を必要としている．すな

わち，数理科学，社会科学，政策学などを包含する学術分

野の発達が望まれる．しかしながら，日本では，まだ学会

自体もまだ充分に組織化いない．一方，アメリカ，ヨーロ

ッパでは以下の学会が本分野をリードし，積極的な情報発

信を進めている． 

Computational Social Science (CSS)  https://comput

ationalsocialscience.org/ 

The Journal of Artificial Societies and Social Simu

lation  

http://jasss.soc.surrey.ac.uk/JASSS.html 

The European Social Simulation Association (ESSA) 

 http://www.essa.eu.org/ 

 

生物有機化学分野に関する学術研究動向－新薬開発

研究再興への萌芽－ 

小鹿 一（名古屋大学大学院生命農学研究科・教授） 

 

本調査研究では、疾病や食糧問題等の人類が直面しつつあ

る課題に生物有機化学（特に天然物化学）が如何に貢献で

き、またどのような方向性にあるのかを理解するため、関

連の深い学術集会の発表論文や学術論文の傾向などにつ

いて、データベースを利用した解析を行った。 

近年、高齢化が進む一方で新薬開発は低迷し、人口増加に

対応した大規模農業による環境負荷が懸念される。こうし

た課題を克服する糸口として近年、共生微生物（腸内細菌

を含む）が注目されるようになっており、その動向をデー

タベース等に基づき調査した。共生微生物をキーワードと

する学術論文（英語で書かれた原著論文と総説）は、2019

年に 515 報、2009 年に 207 報、1999 年に 57 報と 10 年間
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で 2.5倍、20年で 9倍に増加した。また、腸内細菌をキー

ワードにした検索では、2019 年に 2211 報、2009 年に 125

報、1999年に 15報と、こちらは 10年間で 18倍、20年で

約 150倍に増加している。このことから、この分野が国内

外で現在、最も急速に発展しつつある分野の１つであるこ

とが覗える。この分野への生物有機化学・天然物化学の参

画は未だに少ないものの、例えば、ヒト腸内細菌により食

物成分が健康増進効果のある成分に変換される例、鼻腔内

細菌が生産する多剤耐性を誘導しない抗生物質発見（Natu

re, 2016）、植物共生菌の耐虫性牧草の開発への応用など、

顕著な成果もみられる。ちなみに、国家プロジェクトとし

て 2020年からスタートする「ムーンショット事業」の 6つ

の目標のうちの１つに微生物機能の利活用が盛り込まれ

ており、微生物関連の研究は今後 10 年で大きく躍進する

ものと期待される。 

 

 

遺伝育種科学・作物生産科学・園芸科学分野に関す

る学術研究動向 －ゲノム編集技術等の新たな育種

技術（NPBT）による農作物開発に向けた農学研究の

潮流－ 

齊藤 邦行（岡山大学大学院環境生命科学研究科・教授） 

 

2019年 2月に環境省より「ゲノム編集技術の利用により得

られた生物であってカルタヘナ法に規定された「遺伝子組

換え生物等」に該当しない生物の取扱いについて」が、20

19年 3月に厚生労働省より「ゲノム編集技術を利用して得

られた食品等の食品衛生上の取扱いについて」が公表され

た．環境省の報告を受けて、文部科学省や経済産業省から

それぞれの取扱い方針が示された．農水省の取扱い方針に

ついて、2019 年 10 月に情報提供の具体的な手続きが示さ

れた．厚生労働省も、2019年 9月に「ゲノム編集技術応用

食品及び添加物の食品衛生上の取扱要領」が示された． 

環境省の規程によると、まずゲノム編集を行うために宿主

に外来遺伝子等が導入された生物か否かを判断する．次い

で、外来遺伝子等を導入したゲノム編集生物であっても、

最終的にヌルセグリガントであることが確認であれば、規

制対象外と分類される．外来遺伝子等が残存しているか除

去されたことが確認できないものについては、従来通り遺

伝子組換え生物としての規制を受けることになる．カルタ

ヘナ法の「遺伝子組換え生物等」に該当しないゲノム編集

生物を、規制を受けずに使用等する者は、その使用等に先

立ち主務大臣の属する官庁に対して、その生物の特徴およ

び生物多様性影響が生じる可能性の考察結果などについ

て情報提供を行うことが求められている．  

ゲノム編集食品等の食品衛生法における取扱いについて

方針が示され、ヌルセグリガントであることが証明されて

ないゲノム編集食品などについては規制対象として法に

基づく安全性審査（遺伝子組換え食品としての審査）が必

要とされる．ヌルセグリガントのゲノム編集食品等はカル

タヘナ法と同様に規制対象外と分類され、機能性遺伝子も

挿入される場合は規制対象となる点においてカルタヘナ

法と同様である．外来 DNA 断片を導入して標的とする DNA

配列に 1～数塩基の塩基置換を導入する技術による生物は、

食品衛生法上の組換え DNA技術に該当せず、最終的製品で

評価することとなった．厚生労働省も当該ゲノム編集食品

について任意であるものの届出を求めている．  

 現状では 「遺伝子組換え生物等」に該当しないゲノム編

集生物を規制を受けずに使用する場合、官庁に対して情報

提供を行わなくてはならない点、ゲノム編集か従来育種技

術を用いたかを判別できないことから、現時点でゲノム編

集を応用したことの義務表示は不可能であるが適切な任

意表示としている点からみて、ゲノム編集技術の社会実装

に向けては、ステークホルダーに対するゲノム編集技術応

用生物のリスクコミュニケーションをさらに進める必要

がある。 

 

 

応用分子細胞生物学・動物生命科学分野に関する学

術研究動向−実験動物を用いた（エピ）ジェネティク

スによるゲノム情報発現制御研究の新たな展開– 

谷本 啓司（筑波大学生命環境系・教授） 

 

ゲノム編集では、実用化・効率化に向けた技術開発がさら

に進み、使い勝手を考慮した新たな酵素の探索も進んでい

る。塩基編集も効率向上のための改良が進むが、同時に o
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ff-target 効果も大きくなり、未だ決定的な技術とはなっ

ていない。ゲノム・塩基編集技術研究の一方で、その利用

範囲についての議論も進んでおり、関連学会の大会では、

パネル討論が熱心に行われている。農学分野は、食料開発

（一種の育種）に対してこれら技術を使用する立場にあり、

一部では、成果物を社会に浸透させるための地ならしも進

んでいるようだ。日本は、カルタヘナ議定書を批准しない

米国の product主義に追随し、欠損型ゲノム編集生物を遺

伝子組換え体として扱わないとした。ある研究者の「EU（米

国とは違い、process主義をとる）では、70%の人間が GMO

 foodsを unnaturalと感じる。We have responsibility 

because we scientist know what is going on」という、

関連研究会議での発言が印象的であった。 

農学・環境班でおこなった秋の研修会では、和牛の成り立

ち（起源・伝播）に関するレクチャーを受け、食糧生産の

背景には、地域ごとの事情（地形・風土・文化など）が存

在し、それらを全て飲み込んだ上で、人類はその安定供給

の体制を整えてきたことを学んだ。一方、農業に経済原理

を導入する過程で、地域差をあまり考慮しなくても良い品

種改良や、流通を効率化するための品種改良が行われた結

果、食糧の個性が失われつつある現状にも気づかされた。

これは、食文化の継承という意味では問題でもある。立ち

返って、商業主義のみのためにゲノム編集を使用するのか、

その必要はあるのか、何を失うのか等、冷静な議論が行わ

れていることを望みたい。 

古くからの農業には、地域環境に適応した生物のエピゲノ

ム変化が、ソフトな育種として存在した一面もあったので

はなかろうか。環境刺激がいかにしてエピゲノム形成や、

それによる遺伝子転写を制御するのか、その分子メカニズ

ムの理解は、地域環境に適応した品種を護るうえでも、価

値があるのかもしれない。また、実験動物学を支えてきた

周辺技術に関して、ゲノム編集による代替技術を用いるこ

とで「３Ｒ」を目指す動きが見えてきた。盛んになって欲

しい研究分野である。 

 

 

水圏生産科学関連分野に関する学術研究動向－水圏

生産科学を取り巻く学際研究の新たな展開－ 

武田 重信（長崎大学大学院水産・環境科学総合研究科・

教授） 

 

豊かな資源と可能性をもった食料生産の場である海洋は、

海洋環境の劣化、生物多様性の減少、沿岸域の経済の低迷

などのローカルな問題に加えて、地球規模での気候変化、

漁業資源をめぐる国際競争のようなグローバルな問題も

抱えており、海洋の保全と資源の持続可能な利用を両立す

るための取組みや、それらの活動を産業・経済振興に結び

付けるブルーエコノミーの創出が強く求められている。こ

うした問題を統合的に理解した上で、水産分野における価

値観や考え方を転換していくためには、水圏生産科学を取

り巻く異分野との融合に基づく学際的な学術研究を重点

的に支援し、発展させていくことが重要である。そこで本

調査研究では、水圏生産科学を取り巻く学際的研究トレン

ドに関する国内外の学術研究動向を解析し、今後重要性を

増すと思われる研究分野について検討した。 

水圏生産科学に関する研究論文は、世界的には年別発表数

が 2000 年以降に著しく増加しており、研究の主流を占め

る漁業だけでなく、水産経営経済、水産増殖や水産政策分

野の研究論文も数多く発表されるようになってきている。

これは自然科学・応用科学としての水産科学に加え、経済

学や政治学、法学、国際関係学などとの学際研究が隆盛に

なっていることを示唆している。一方、国内における和文

の研究論文は、地域的な問題を取り扱う論文が中心であり、

「震災」や「放射性または放射能」といったキーワードも

近年特徴的にみられる。国内外で共通して増加傾向が見ら

れる重要なキーワードとしては、持続可能性（sustainabi

lity）が挙げられる。このキーワードは漁業だけでなく、

水産政策や水産経営経済の分野における論文でも出現頻

度が高い。これまで新学術領域研究などで水圏生産科学と

社会科学との連携研究が先導的に進められてきたが、海洋

と漁業および人間社会の持続可能性に主眼を置いた学際・

融合研究のさらなる推進が、水圏生産科学の発展にとって

極めて重要になると考えられる。 

 

 

森林科学分野に関する学術研究動向－森林遺伝学と
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その関連分野における新たな潮流と展開－ 

戸丸 信弘（名古屋大学大学院生命農学研究科・教授） 

 

林木の遺伝研究には大きく 2 つの目的があり、1 つは、造

林樹種の遺伝的改良を行い、持続的な木材生産性を高める

ことである。もう 1つは、天然林の遺伝的管理であり、そ

のためには生態的・進化的な観点から天然林の遺伝的変異

を明らかにする必要がある。特に近年では急速な温暖化に

対する林木の適応に関する懸念から、適応的変異や生態的

に重要な量的形質の遺伝的基盤を解明する研究が奨励さ

れてきた。林木の長い世代時間、大きなゲノムサイズ、高

いヘテロ接合性などは、その遺伝研究の発展の妨げになっ

てきた。しかし、次世代シーケンサーの登場とバイオイン

フォマティックスの発展によって、林木の遺伝研究を取り

巻く状況も大きく変化し、非モデル植物である林木でもゲ

ノム研究が容易に実施可能となってきた。 

林木のゲノムプロジェクトが、ヤマナラシ属やマツ属など

主要 7属を中心に行われ、わが国ではスギ属のスギで行わ

れてきた。樹木では、これまでに少なくとも 52 種で全ゲ

ノムシーケンスが行われ、参照ゲノム配列が公表されてい

る。また、GBSや RADseqなどのゲノム縮約解読法やトラン

スクリプトーム解析により、参照ゲノムなしに、373 種以

上でゲノム解析が行われてきている。また、上記 8属を中

心としたゲノム解析により、EST、ユニジーン、SNPマーカ

ー、そして高密度連鎖地図などのゲノムリソースも整備さ

れてきており、マイクロアレイや RNA-seqを用いたトラン

スクリプトームプロファイリング、さらに、ゲノムワイド

な QTLマッピングやアソシエーション研究も行われている。

一部の樹種の天然林を対象とした集団ゲノミックス研究

も行われており、適応的変異や自然選択も検出されている。

それらの研究では、RADseqなどのゲノム縮約解析法が用い

られており、全ゲノムシーケンスが一般的になるまでの過

渡期を支える手法であると考えられる。林木のゲノム研究

は、モデル植物や作物のゲノム研究と比べてまだ途上にあ

るが、次世代シーケンサーとその関連技術の発達に後押し

され、今後、さらなる発展が期待される。 

 

 

地域環境工学および農村計画学関連分野に関する学

術研究動向－農業・農村環境における地域資源管理

－ 

堀野 治彦（大阪府立大学大学院生命環境科学研究科・教

授） 

 

 地域環境工学および農村計画学関連分野では、純粋な科

学面だけではなく実学的、応用工学的側面からの学術研究

の展開が、自然・生活環境と農業生産の両立を見据えなが

らなされてきている。今年度は、特に「農業・農村環境に

おける地域資源管理」に着目し、生産を主としながらも副

次的に（あるいはより大きな位置づけで）地域資源となり

得る財に関わる研究に着目して、当該専門分野の取り組み

を整理し主となる動向を分析した。なお、一般に認識され

ている地域資源は端的にいえば地域特有の産業資源を指

し、いわゆる地域ブランドとして差別化を支えることにな

る。一方、ここで扱う地域資源の概念は農業セクタで先行

し必ずしも社会的認知を得られているわけではないが、農

林水産省によれば、農地、農業用排水システム、多様な農

村域生態系、農村景観などを含み、食料の安定供給の確保

や多面的機能の発揮に不可欠な社会共通資本と見なすも

のを指す。 

 調査のアプローチは大別すると次の 2種である。 

1)国内外の当該専門分野関連学会への参加あるいは資料

収集を通じて、最新の研究課題や報告例が伸びているサブ

テーマの動向を探る。 

2)当該分野での研究成果・知見を社会還元することを積極

的に進めるには、国や地方自治体との連携（官学連携）も

重要となることから、公益性があり官の関与が可能な農村

域周辺の地域環境研究や地域資源管理に関わる研究課題

について整理する。また、実地例を視察する。 

 これらの調査の結果、最近では地域資源に通じる新たな

キーワードとして生態系サービスが目立ってきているが、

その多くは農業・農村の多面的機能と本質的に類似してい

ることが確認された。また、地域における水・土地環境が

生産や生態系に与える影響及び望ましい資源管理、それ以

前に地域固有の環境や資源の精緻な定量評価などの研究

事例が進展してきている。今回調査した様々な課題を、大
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胆に区分すると、①地域診断や事象のメカニズムに関わる

科学的評価研究、②測量や各種センシングの新規開発など

技術的研究、③望ましい地域資源管理の社会実装に向けた

実学的あるいは社会科学的研究の 3タイプであると考えら

れる。 

 

 

動物生産科学関連分野に関する学術研究動向 

―動物生産科学における新たな潮流― 

万年 英之（神戸大学大学院農学研究科・教授） 

 

動物生産科学（全般概要）：動物生産科学とは、従来の畜産

学を基礎とし、栄養学、繁殖・発生学、遺伝学、育種学、

などの細目的な学問分野を統合する応用的科学分野であ

る。人類の利益のため、育種、繁殖、飼養、畜産物加工、

畜産経営・経済に関する部門からなっている。 

 近年の動物生産学では、より高価値を付加する生産物の

開発（例：脂肪交雑や脂肪酸組成、機能的食品の価値を有

する畜産物の加開発）に加え、健康的（例：動物の体内脂

肪の減少、抗生物質を使用しない動物生産）、機能的（例：

プロバイオティクス）な生産物の開発を目的とするような

研究が進んでいる。 

動物遺伝育種学分野：動物遺伝育種学は大きく、育種学と

遺伝学に分かれ、これまで育種学では集団遺伝学に基づく

統計的解析、遺伝学は分子遺伝学に基づくゲノム解析に関

する研究が主である。近年、家畜における全ゲノム解析が

可能になり、それら膨大なゲノム情報に基づく解析が必須

となってきた。その結果、バイオインフォマティクスと呼

ばれるビックデータを扱う分野が必要となってきている。

バイオインフォマティクス分野では、ゲノム構造解析、形

質に対する責任遺伝子の同定、ゲノム選抜、mRNAやタンパ

ク質の発現解析、系統解析など様々な分析手法が考案され

るようになってきている。よって今後は共同研究を含むバ

ランスの取れた研究推進体制の構築が迫られている。 

 本年度の具体的な動向調査として、4 学会・研究集会に

参加し情報を収集した。主として調査した研究分野として

は、家畜のゲノム選抜、ゲノム編集、遺伝疾患遺伝子、経

済形質遺伝子の同定と利用、エピジェネティクス、動物法

遺伝学、免疫遺伝学、家畜動物における次世代シーケンシ

ングの展開、遺伝的多様性解析、機能ゲノミクス、マイク

ロバイオームなどの解析手法の新たな展開が認められた。

特にどのテーマにおいても、全ゲノムシーケンスを基本と

する研究が主流になりつつあり、ゲノムビックデータの利

用・解析法が注目されていた。 

 

 

環境学関連分野における学術研究動向 −学際融合

的研究の最近の潮流− 

大手 信人（京都大学大学院情報学研究科・教授） 

 

環境学の学術研究の多くは、問題解決的なコンテクストを

内包していて、社会的な要請や意義付けを背景としている

事例がほとんどである。このことは、問題解決を目指す以

上、本来的に研究成果の実社会への還元や、方法論の実装

などの活動が、研究の一連の流れとして求められることを

意味している。とりわけ、近年、気候変動に起因する地球

規模、地域規模の環境問題への対処、解決に向けた研究プ

ロジェクトのあり方として、上記のような自然科学と人文

社会科学の研究者が協働するだけでなく、問題に関与する

市民、行政、メディアなどの研究者以外の人々のプロジェ

クトへの参加の必要性が指摘されている。従来、自然科学

と人文社会科学を融合する研究は学際的研究と呼ばれて

いるが、上記のように問題の関与者の参画までを企図する

研究のことは超学際的研究（Transdisciplinary researc

h）と呼ばれている。 

本年度、こうした環境学に関わる学際的・超学際的研究の

活性度を把握することを目的として、いくつかの理系環境

科学関連学会に参加し、社会科学的な要素を含む研究の件

数や課題の種類について情報収集を行った。対象として、

国内では水文・水資源学会、日本地球惑星科学連合（Japa

n Geoscience Union, JpGU）、海外ではアメリカ地球物理

学連合（American Geophysical Union, AGU）を選んだ。

学会の規模としては、参加者数が 1オーダーずつ異なるサ

ンプルであるが、いずれも地球科学・環境科学の関連分野

を含む学会である。 

日米で、環境問題に直接関わる地球科学のコミュニティで、



令和元年度学術研究動向等に関する調査研究 報告概要（農学・環境学専門調査班） 
 
社会科学との融合によって行われている研究は、件数で見

ると全体の 5〜7%で、まだまだそのウエイトは低いといわ

ざるをえない。社会のニーズに対して、理系の研究コミュ

ニティの社会科学との協働に関する意識と必要性が、今後

十分に認識されていくかどうかについて、注意を払って行

く必要があると考えられる。 

 

 

木質科学分野に関する学術研究動向 -バイオマス材

料科学の展開- 

斎藤 幸恵（東京大学大学院農学生命科学研究科・教授） 

 

木質は、木材およびリグニンとセルロースを主成分とした

植物細胞からなる植物バイオマスを指す。木材は再生産可

能な天然資源のひとつとして社会経済に関わっており、例

えば、製材、合板、集成材、パーティクルボード、木製パ

レット、紙、繊維、レーヨン、アセテートなどの固体原料

を提供する。木材とその加工品は炭素を貯蔵しており、昨

今は大気中への二酸化炭素排出量削減の観点からも重要

視されている。木質科学分野は、組織構造・培養、材質、

物性、強度、乾燥、製材・機械加工、居住性・感性、木質

構造、木質材料、接着・化学加工、紙パルプ・セルロース・

ヘミセルロース、リグニン、抽出成分・微量成分、保存、

きのこ、熱分解エネルギー変換、環境・資源、林産教育・

技術移転、国産材流通普及、バイオリファイナリ、文化財、

など約 20 の分野から成る。このうち組織構造・培養、強

度、木質構造、紙パルプ・セルロース・ヘミセルロース、

リグニン、抽出成分・微量成分、保存で発表件数が比較的

多い。科研費制度改革以降、最近 2 年（2018、2019 年度）

の木質科学分野における科研費採択課題について調査し

た。組織構造・培養、成分の化学加工、保存の分野での採

択が多かった。基盤（B）と基盤（C）でほとんど同じ傾向

がみられた。日本木材学会での分野ごとの発表件数と比べ

ると、科研費の採択率は分野間にややばらつきがあった。 

 日本の国土は 7割が森林であり、現在の森林は戦後造林

された人工林を中心に本格的な利用期を迎えており、豊富

な森林資源を循環利用することが重要な課題となってい

る。加えて、2018年頃よりマイクロプラスチック等による

海洋汚染の問題が浮上した。これを背景として、従来あま

り木質が使われてこなかった分野や化石由来プラスチッ

クへの代替利用、高付加価値化につながる新素材の発見が

進められている。木質のマテリアル利用に向けては、セル

ロースナノファイバーや改質リグニン等を筆頭に、国際基

準化や製品化等に向けた研究が進められている。同時に木

質のマテリアル利用に向けて、熱効率の高い固形燃料の製

造、植物種に固有の問題である燃焼残渣の問題解決に向け

た研究がおこなわれている。 

 

 

昆虫科学関連分野に関する学術研究動向－応用昆虫

学の発展と基礎生物学への貢献 

仲井 まどか（東京農工大学大学院農学研究院・教授） 

 

昆虫科学および応用昆虫学について最近の研究動向調査

を行なった。まず、2019年に学術雑誌に掲載された昆虫科

学、植物保護関係の学術論文の内容から特筆すべきトピッ

クを検索した。果樹の重要害虫コドリンガの全ゲノム解析、

昆虫と植物、昆虫の共生細菌等、生物間相互作用に関する

研究、チョウ目昆虫の進化に関する研究などが注目すべき

ものだった。次に、2019年 8月にスペインで開催された国

際無脊椎動物病理学会・国際生物防除機構合同大会に参加

し学術動向を調査した。総合シンポジウムのトピックは、

天敵微生物に対する昆虫の抵抗性発達であった。国内学会

としては、2020年 3月に予定されていた日本応用動物昆虫

学会大会に参加して調査する予定であったが、新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響で中止になった。同学会大会の最

近のトピックは、農業害虫の防除に関する研究、特に総合

的有害生物管理（IPM）や持続可能な農業生産を目指す天敵

を用いた生物的防除、昆虫の生産するフェロモンに関する

研究や昆虫生理学、昆虫と植物や微生物等の生物間相互作

用等である。近年、昆虫科学分野に限らず農学および生命

科学分野では、次世代シーケンスを用いた網羅的遺伝子解

析とゲノム編集技術を取り入れて、生命現象の解明やタン

パク質の機能解析を行う研究が多く行われている。ゲノム

科学の分野で日本の科学技術を牽引する国立遺伝研究所

を訪問して実際の研究成果について研究者に概要を聞き
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議論した。また、ゲノム編集技術については実際にゲノム

編集の実験手法を行なった。若手研究者育成は、重要な課

題であるが、「理科離れ」も社会的に指摘されている。日本

の子供たちは、昆虫を通して生き物の面白さを実感し、そ

れが原体験となって生物学に興味を持つことがある。その

ため、「こどもと昆虫」についても調査を行った。最後に、

フランスの昆虫科学研究所に客員教授として招聘された

ので、フランスの科学研究環境についても調査を行った。 

 

 

食料農業経済関連分野に関する学術研究動向 

－食料経済学と農業経済学の新たな潮流－ 

前田 幸嗣（九州大学大学院農学研究院・教授） 

 

本調査研究の目的は、食料農業経済関連分野における学術

研究動向について調査分析を行い、食料経済学及び農業経

済学の新たな潮流を明らかにすることである。この目的を

達成するに当たっては、食料経済学と農業経済学それぞれ

の分野の代表的な学術団体である日本フードシステム学

会及び日本農業経済学会の大会を主な対象として、第一に、

シンポジウムのテーマの変遷を調査分析し、学術団体とし

ての研究動向を明らかにした。また、第二に、個別口頭報

告及び個別ポスター報告のテーマの変遷を調査分析し、

個々の研究者の研究動向を明らかにした。さらに、昨今、

大学の学部あるいは学科において組織再編が行われてい

る状況を鑑み、第三に、それらの再編が所属教員の研究動

向に与える影響について、聞き取り調査を行った。主な結

果は次のとおりである。 

１．日本フードシステム学会大会のシンポジウムでは、従

来、消費者と食料チェーンの川下に位置する食品小売業及

び外食産業、川中に位置する食品製造業及び食品卸売業、

ならびに川上に位置する農水産業の特に垂直的な相互関

係をテーマにすることが多かったが、最近ではフードデザ

ートや健康寿命延伸の問題など、テーマが食料経済学と栄

養学の境界領域に広がりを見せている。 

２．日本農業経済学会大会のシンポジウムでは、農業経済

学の特性上、農業問題に関する政策課題をテーマにする傾

向が強いことに変わりはないが、従来は学会員である研究

者間で論議することが多かったのに対し、最近では政府

（農林水産省）との連携のもと、非会員である行政官を座

長及び報告者に迎え、論議を深める傾向にある。研究の実

践意識がより高まってきているのではないかと思われる。 

３．個別口頭報告及び個別ポスター報告については、上記

の両学会に共通して、研究テーマが広がる傾向にある。食

料経済学においては、高齢者用食や介護食といった高齢社

会の食料問題に関するテーマが、また農業経済学において

は、国内的には地場流通や６次産業化の問題、国際的には

農産物輸出やインバンドの問題などに関するテーマが多

くなりつつある。 

４．大学の学部あるいは学科における組織再編は、所属教

員の研究動向に大きな影響を与えていない。 

 

 

水圏生命科学分野に係る学術研究動向に関する調査

研究：水産無脊椎動物学とゲノム編集を用いた育種

の潮流と展開 

吉崎 悟朗（東京海洋大学学術研究院・教授） 

 

水圏生産科学分野における国内外の最新の研究動向や注

目すべき研究例などの動向調査を行った。今年度は、特に

担当者の専門外である水産無脊椎動物の養殖方法（特に、

単性養殖、バイオテクノロジーを駆使した育種技法）に関

する最新研究事例について集中的に調査を行ったと同時

に、近年その展開が目覚ましい水産生物のゲノム編集技術

に関しての情報収集を行った。 

甲殻類、特にエビ類はその成長に大きな性差があり、甲殻

類養殖の効率化を目指した単性集団の作出法の開発は重

要な研究課題である。最近、ZW 型の性決定様式をとるエビ

において、オス化において重要な役割を果たす insulin-l

ike androgenic gland hormone（IAG）産生を操作するこ

とで作出した性転換メス（ZZ メス）を親エビに用いて種苗

生産を行うことで、その次世代を全オス集団化することが

可能になっていることが明らかとなった。これらの技術は

今までに数種の遺伝的に離れたエビ類で再現されている

実験系であり、将来的には同様の手法で日本産のクルマエ

ビの性操作も可能になると期待される。 
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魚類のゲノム編集技術に関しては、マダイやトラフグのミ

オスタチン遺伝子を CRISPR/Cas9システムのよりノックア

ウトすると、得られた個体は、肉厚になり体重が対象個体

の 1.2 倍程度になることが報告されている。これらのゲ

ノム改変魚類を消費者が受け入れるかという点も今後の

大きな課題になるであろう。 


